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Ⅰ　はじめに

　平均寿命の延びと高齢者人口の増加によって，
日常生活動作（ADL）で制約を受ける人口の増加
が予測される。ADLで制約を受ける人口が増加す
れば，要介護認定者の増加となり，介護保険給付
費の増加率が上昇することが危惧される。こうし
た状況の中，近年の介護保険制度改革では，保険
給付が施設介護と比較して少ない在宅介護を介護
の中心として位置づける方向で，制度改定が行わ
れている。しかし，在宅介護を推進するには，介
護サービスの提供の場である高齢者の住環境が整
備されていることが前提となる。しかし，日本で
は，高齢者のための住環境が，いまだ十分なレベ
ルに達しているとは言えない。つまり，在宅介護
を推進するためには，高齢者住宅を普及する政策
を並行して実行する必要である。
　もっとも，在宅介護の推進は，介護保険の給付
額の増加に一定の歯止めとなることが期待されて
いることを，前提として考える必要がある。例え
ば，実質的には施設介護と代わらないような状況
を作り出すのではなく，介護サービスを受けやす
い・提供しやすい場としての住宅を整備すること
で，在宅介護の選択をしやすくすることが重要だ
と考える。

Ⅱ　高齢者住宅の定義

　1　これまでの日本の住宅政策における定義
　これまでの賃貸住宅関連の政策の中では，「高
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齢者円滑入居賃貸住宅（高円賃）」「高齢者専用賃
貸住宅（高専賃）」「高齢者向け優良賃貸住宅（高
優賃）」「サービス付き高齢者向け住宅（サ高住）」
が高齢者向け住宅として扱われている。このうち，
高円賃と高専賃は，高齢者の入居を拒まないこと
で，高齢者の居住場所を安定的に提供してきた。
従って，高齢者に適した構造（加齢対応構造等）
を備えることまでは義務ではなかった。但し，介
護保険法の特定施設である適合高専賃や高優賃に
は，バリアフリー化等の加齢対応構造等が義務化
されていた。更に，適合高専賃やサ高住では，加
齢対応構造等に加えて，介護サービスの提供が義
務づけられた。
　また，「高齢者向けの住まい」と呼ばれるもの
には，上記住宅に加え，特別養護老人ホーム，老
人保健施設，療養型医療施設や，有料老人ホーム，
ケアハウス等を加えることが一般的となってい
る。これらの「住まい」は介護サービスが居住場
所と一体となって提供されている。
　つまり，高齢者住宅の範囲を広く捕らえると，
これまでの住宅政策では，高齢者が入居可能なこ
と，加齢対応構造等を備えていること，介護サー
ビスが一体として提供されること，のいずれかを
最低でも満たすことが高齢者住宅の要件といえ
る。

　2　本稿での高齢者住宅の定義
　本稿で検討する高齢者住宅については，在宅介
護にともなう負担と介護保険給付額に与える影響
に着目して，高齢者住宅を定義する。具体的には，
在宅介護での介護者の身体的負担の軽減や，介護
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保険制度の収支バランスの安定化に寄与すること
を必要な要件とする。
　例えば，バリアフリーや手すり等の加齢対応構
造等は，これが整っていれば，家族による介助に
係る身体的負担を軽減することができるため，高
齢者住宅に必要な要件となる。特に，加齢対応構
造等は，現状では施設で介護せざるを得ないよう
な介護状態にある高齢者を，在宅で介護すること
を可能にさせる期待がある。更に，加齢対応構造
等が備わっていることによって，介助を必要とし
ないADLの範囲が拡大する。これは，要介護状態
となる時期を先延ばしする効果や介護状態の重度
化を抑制する効果を期待できる。
　一方，住宅に介護サービスが一体として付帯さ
れていることは，現状の在宅介護と比較して，介
護サービスへのアクセスが向上する。確かに，ア
クセスの向上は，居住者にとっては利便性が高い
が，常に必要かつ適正な時間数だけの介護サービ
スが利用されるとは限らない。また，既存の介護
サービス事業者等，地域にある介護サービスを利
用することができることを考えると，介護サービ
スが居住場所と一体となって提供されることが高
齢者住宅に不可欠な要件と考えることは難しい。
　こうした考えに基づき，本稿では，高齢者住宅
を加齢対応構造等を備えた住宅と定義する。

Ⅲ　高齢者住宅の現状とこれまでの政策

　1　高齢者住宅の現状
　「平成25年住宅・土地統計調査」（総務省）に
よれば，何らかの「高齢者等のための設備がある」
住宅は，住宅総数全体の50.9％であり，過半数を
超えた。但し，平成20年（2008年）の調査との比
較では，2.2ポイントの上昇にとどまり，平成20
年（2008年）調査が平成15年（2003年）調査から
8.9ポイント上昇したことを考えると，普及にか
げりが見える。また，持ち家と借家で区分では，
持ち家の65.7％に対して借家は29.2％と大きく差
がある。特に，建築の時期を加味すると，持ち家
では2001年以降に建築された住宅では，「高齢者
等のための設備がある」住宅が85％を超えている

一方で，借家では，2011年以降に建築された住宅
でも43.8％と半数に満たない。持ち家・借家別の
数値を見る限り，高齢者住宅を普及させるには，
借家への対策が重要と考えられる。
　ここで言う「高齢者等のための設備がある」と
は，「手すりがある」「またぎやすい高さの浴槽」
「廊下などが車いすで通行可能な幅」「段差のな
い屋内」「道路から玄関まで車いすで通行可能」
のいずれかを備えていることを意味する。高齢者
住宅が備えるべき設備との関係では，この「高齢
者等のための設備がある」との要件だけでは，高
齢者住宅として十分とはいえない。2011年3月に
公表された「住生活基本計画（全国計画）」（国土
交通省）では，「高齢者等への配慮」として高齢
者の居住する住宅のバリアフリー化を目指してい
るが，このバリアフリー化について，2箇所以上
の手すり設置又は屋内の段差解消に該当すると
「一定のバリアフリー化」とし，2箇所以上の手
すり設置，屋内の段差解消及び車椅子で通行可能
な廊下幅のいずれにも該当すると「高度のバリア
フリー化」と見なしている。「平成20年住宅・土
地統計調査」（総務省）をもとに推計すると，「一
定のバリアフリー化」は住宅総数の30％であり，
「高度のバリアフリー化」は7.8％に過ぎない。
つまり，加齢対応構造等に対応した住宅であって
も，在宅での介護を行うには不十分な環境である
ことも少なくない。

　2　これまでの住宅政策の特徴
　戦後の住宅政策の全体をみると，住宅金融公庫
（公庫），公営住宅（公営），公団住宅（公団），
地方住宅供給公社（公社）が中心となって，展開
されてきた。公庫は制度としては，持ち家取得と
賃貸住宅建設のための融資を行うことになってい
たが，事実上は持ち家取得のための融資が中心で
あった。公営は，地方公共団体が国の補助を受け
て低所得者のために建設する住宅であるが，財政
上の優先順位が持家融資よりも低いこともあっ
て，計画通りの供給が行われてこなかった。公団
は，発足した1955年当時には，賃貸住宅の供給が
中心であったが，1980年代以降は，分譲住宅の供
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給が主力となった。公社も，制度としては賃貸住
宅の供給を行うものであったが，実際には分譲住
宅の供給を主として行ってきた。税制においても，
住宅を取得するための融資は，課税控除等の優遇
を受け，持ち家の取得が後押しされてきた。
　持ち家を持たない借家人に対しては，低所得者
と中心に公営住宅を供給した。合わせて，民間賃
貸住宅の質の向上を目的として，一定の居住面積
を満たす賃貸住宅を対象として，建築費用融資を
優遇した。つまり，賃借人については，公営住宅
を安価な家賃で提供するというかたちでの支援が
中心で，例外的に，サ高住のような賃借人への家
賃補助政策が行われてきた。
　高齢者住宅に関する政策では，持ち家について
は，1986年の住宅金融支援機構（旧住宅金融公庫）
の「老人・身体障害者用設備設置工事割増し」等
に見られるように，借入金利の優遇や割増融資に
よる支援が行われてきた。近年でも，1999年の「住
宅の品質確保の促進等に関する法律」によって，
一定以上の「高齢者等配慮対策等級」を満たす住
宅について，住宅金融支援機構からの借入金利を
一定期間引き下げることが行われ，2008年の「長
期優良住宅の普及の促進に関する法律」では，バ
リアフリー化された住宅に対して，住宅金融支援
機構融資や税制面で特例が与えられている。一方，
賃貸住宅については，シルバーハウジングプロ
ジェクトや高齢者向け優良賃貸住宅制度のよう
に，加齢対応構造等を備えた公共住宅を供給する
政策が中心であった。
　このように，戦後の住宅政策の特徴の第1とし
て，持ち家取得の促進が中心となっていることが
挙げられる。また第2として，賃借人については，
公共住宅や優良な民間賃貸住宅の建設といった供
給面の充実が中心となっていることが特徴といえ
る。

　3　これまでの住宅政策の課題
　持ち家の取得を促進する政策によって，1住宅
当たりの延べ床面積が拡大する等，持ち家の住宅
環境は改善した。しかしその一方で，持ち家と賃
貸住宅との格差は，居住面積や加齢対応構造等に

おいて，むしろ拡大してきた。この持ち家か賃貸
住宅かの違いは，世帯所得の違いを実質的に反映
している。世帯の年間収入階級別の持ち家・借家
率を見ると，明らかに収入の高い世帯ほど持ち家
率が高い（図1）。つまり，収入面で持ち家の取得
可能性のある世帯は，住宅政策の便益を享受して
住環境を向上させてきたが，持ち家取得を期待で
きない低所得の世帯は便益を相対的に享受してこ
なかったと考えられる。
　また，世帯の年間収入階級別の居住環境を持ち
家と賃貸住宅で比較すると，賃借人の居住環境は，
世帯の収入階級間の格差が持ち家居住者よりも大
きい。例えば，1世帯当たりの畳数を比較すると，
賃貸住宅は持ち家よりも収入階級間での格差が大
きい（図2）。同じことが，「高齢者等のための設備」
についてもいえる。つまり，「高齢者等のための
設備」がある住宅の割合は，持ち家居住者以上に，
所得階級の違いによる設備率の違いが賃借人では
大きい（図3）。
　一方，補助の対象を住宅市場における需要側と
供給側との区分で整理すると，持ち家政策では需
要側への政策であったが，賃貸住宅については供
給側を対象とした政策が中心となっている。例え
ば，これまでの補助金給付，融資優遇，税制優遇
等は，住宅建築費用の支払者が対象であり，持ち
家政策では持ち家を建築・購入する需要側への政
策といえる。しかし，賃貸住宅の場合，建築費用
の支払は賃貸人が行うことになり，その賃貸人は
賃貸住宅市場においては供給側である。すなわち，
補助金給付，融資優遇，税制優遇等の政策は，賃
貸住宅市場では供給側への政策といえる。また，
賃貸住宅市場では，公営住宅の建築といった供給
側に直接的に介入する政策が行われてきた。つま
り，住宅建築費用を補助することを中心とした住
宅政策により，持ち家取得市場では需要側への政
策が，賃貸住宅市場では，供給側への政策が行わ
れてきた。
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図1　世帯の年間収入階級別の持ち家・借家割合

図2　世帯の年間収入階級別の1住宅当たりの畳数

（出所）総務省（2010）『平成20年住宅・土地統計調査』

（出所）総務省（2010）『平成20年住宅・土地統計調査』
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Ⅲ　本稿で検討する住宅政策

　1　賃貸住宅を対象とした住宅政策
　これまでの住宅政策の課題を踏まえると，賃貸
住宅を対象とした住宅政策が高齢者住宅の普及に
適していると考える。なぜならば，例えば，加齢
対応構造等の普及を考えると，持ち家と比較して，
賃貸住宅における整備状況は極めて低く，全体的
な普及率を引き上げるには，賃貸住宅の普及率を
引き上げることが効果的と考えられる。前述のと
おり，建築年数が少ない持ち家では「高齢者ため
の設備がある」住宅の割合が85％を超えており，
これ以上の政策の追加は効果が薄い。一方，賃貸
住宅はいまだに「高齢者のための設備がある」住
宅の割合は低水準にあり，これまで積極的に政策
が行われてなかったことも加味すると，対策を講
じることの効果が大きい。つまり，より効果的な
政策を行うことを考えれば，賃貸住宅を対象とし

た政策を検討する必要がある。
　更に，賃貸住宅を対象とした政策は所得の再分
配の点でも，持ち家を対象とした政策よりも適し
ている。一般的に，賃借住宅に住み続ける世帯は，
持ち家の取得を期待できる程の所得にないことが
多い。一方で，持ち家取得を期待できる世帯は，
ある程度の所得水準にある。賃貸住宅の住環境を
引き上げることは，所得水準の低い世帯の住環境
を引き上げることでもあり，所得の高い世帯の住
環境の整備よりも優先される必要がある。

　2　需要側への住宅政策
　また，市場での需給関係では，需要側に対して
行う政策が適していると考える。但し，需要側と
いっても，対象とする市場が異なることによって
該当するプレーヤーは異なる。例えば，住宅を取
得する住宅市場では，需要者は住宅の建築者や購
入者である。しかし，建築や購入をした住宅が，
賃貸住宅である場合，住宅取得市場では需要側で

図3　世帯の年間収入階級別の「高齢者等のための設備」がある住宅割合

（出所）総務省（2010）『平成20年住宅・土地統計調査』
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あったプレーヤーは，賃貸住宅市場では，賃貸人
として供給側となる。前述したように，戦後の住
宅政策は，結果として，持ち家取得市場では需要
側を対象としていた一方で，賃貸住宅市場では，
供給側を対象とした政策が中心となっていた。今
後は，賃貸住宅市場においても需要側を対象とし
た政策を行うことが妥当である。
　需要側への補助金政策は，効率面でも供給側へ
の補助金政策よりも優位になることが期待でき
る。
　米国では，賃貸住宅市場の需要側への補助金政
策としてバウチャー（Housing voucher）制度が
ある一方で，老朽公営住宅の再開発や賃貸住宅へ
の補助金政策等も行われており，両者の政策効率
面での比較が行われている。米国会計検査院
（GAO）のレポートでは，米国で行われている
主要な住宅政策について，建築費を含めて，住宅
建設から向こう30年間に要するコストを比較し
た。
　同レポートによれば，バウチャー制度は，課税
措置や老朽公営住宅の再開発等と比較して，平均
的にコストが低く推定された〔GAO（2002）,p4〕。
また，都市部とそれ以外とに区分した検証では，
都市部以外のバウチャー制度のコストが都市部よ
りも相対的に低いこともあり，他の政策に対する
効率面での優位性が高まる〔GAO（2002）,p18〕。
30年間のコストの比較については，米国内でも一
部より反対意見が出されているが〔GAO（2002）
pp83-85〕，30年は建物の使用年数を考慮した年数
であり，有用な推計と考えられる。GAOのレポー
トについては，Edger O. Olsen（2009）が行った
米国住宅政策の効率性に関するレポートレビュー
にでも，GAOの結論を過小評価だと示唆する研
究 は 見 当 た ら な い と ま と め て い る〔Olsen
（2009）,p35〕。

　3　バウチャーによる家賃補助政策
　賃貸住宅を対象とした需要側への政策といった
要件を満たす政策を，欧米の政策を参考に考える
と，賃貸住宅の賃借人に対するバウチャー制度が
該当する。

　日本の住宅政策では，バウチャー制度そのもの
が行われたことはなく，家賃補助制度もサ高住や
特定優良賃貸住宅等の一部で適応されているのみ
となっている。しかし，これまでの住宅政策の特
徴と結果とを比較すると，持ち家から賃貸住宅へ，
賃貸住宅の供給者から賃借人へ，といった大きな
スタンスの変更を検討する必要があると思われ
る。持ち家政策での需要側への政策が一定の成果
を挙げたことを考えると，バウチャーによる家賃
補助政策を，高齢者住宅の普及を目指す住宅政策
の中心に位置づけることが適切と考えられる。
　具体的には，一定年齢以上の高齢者と同居する
世帯が，一定の要件を満たす加齢対応構造等を備
えた賃貸住宅に居住する場合に，バウチャーを給
付する。但し，年齢や加齢対応構造等の水準等の
要件項目については，数年毎に，年齢別のADL，
加齢対応構造等の技術水準・コスト等によって定
める。

Ⅳ　バウチャーによる家賃補助

　1　バウチャーによる家賃補助制度の長所
（1）公営住宅建設・賃貸住宅建築費用補助政策
との相違
　理論的には，O’Sullivian（2009）は，無差別曲
線を用いて，公的住宅を供給するよりも住居費補
助による政策の方が少ない支出で同様の効用を達
成することを説明している〔O’Sullivian（2009）
pp364-375〕。
　また，選択の自由やソーシャルミックスの面で
も，バウチャーによる補助金制度が優位と考えら
れる。公的住宅の供給や建設費補助の政策では，
該当の住宅に居住することが給付要件となり，当
該住宅から転居すると給付が受けられなくなるこ
とが多い。その為，当該住宅に居住した人は，他
の地域に就業機会があっても，転居によって給付
が停止する不利益を考えるが故に転居しにくく，
就業機会を失う可能性が高まる。また，給付対象
者の所得が向上して給付対象から外れた場合，当
該住宅からの転居を強いられてしまう。つまり，
所得の向上が住居喪失というリスクを生むことに
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なり，所得向上へのインセンティブの妨げになる
ことも危惧される。更に，給付対象者が特定の住
宅に集中すると，同じ様な要件を満たした人々が
同一地域に住むことになる。確かに，高齢者住宅
の場合は，介護サービスを提供する側から考えれ
ば，まとまっての居住は効率が良い。しかし，異
なった世代との交流等，いわゆるソーシャルミッ
クスの推進といった考え方からすれば，高齢者が
まとまって居住することの推進を無批判には受け
入れられない。
　これに比べ，バウチャー制度は居住地域を給付
対象者が自由に選択でき，条件を満たすならば，
住居を移転しても給付を受け続けることができ
る。つまり，転居をせざるを得ない就業機会があっ
た場合，公営住宅等と比較して転居が容易である
ためにそれを受け入れやすい。就業できる範囲を
広げることは，就ける仕事が限られる高齢者世帯
主にとっては，生活の向上や自立にとって重要と
考えられる。給付対象者が自立しバウチャーの給
付が必要なくなれば，制度全体の支出を抑制でき
る。また，所得が増加し給付対象から外れても，
単にバウチャーの給付が受けられなくなるだけで
あって，転居をする必要が無い。つまり，自助努
力による生活の改善と引き換えに生活環境の基本
である住居を変える必要がなくなる。この様に，
居住場所を選択する権利が広く認められているた
め，給付対象者が各地域に分散することが期待で
き，いわゆるソーシャルミックスが図られ，より
良好なコミュニティーが形成されることが期待で
きる。
　公的住宅供給や建設費補助の政策では，給付対
象者は自分の選好と食い違っていたとしても与え
られたリストの中なら選択をせざるを得ない。し
かし，バウチャー制度の場合，基準を超えていれ
ば住居の選択は自由であり，自分の嗜好にあった
住宅を選択することができる。個人個人の嗜好は
加齢対応構造等の水準に限らず，教育環境，防犯，
自然環境等に関する価値観にも依存する。バウ
チャー制度はこうした嗜好を住宅の選択に反映さ
せることができる。また，給付対象者は，市場で
基準を満たし且つ自分の嗜好にマッチしたできる

だけ安価な住宅を選択する。なぜならば，安価な
住宅を見つけだすことができれば，本来ならば住
居費として支出する自己資金を他の支出に回すこ
とができるからである。こうした給付対象者の行
動は，住宅供給者間の価格競争を生みだし，適正
な価格での住宅供給が期待できる。
　公的住宅による供給ではこうした市場メカニズ
ムが働かない。また，入居者の負担の軽減を目的
として，家賃を市場家賃よりも低く設定するため，
補助金を受けていない住宅の家賃が割高となり，
いわゆるクラウディングアウトが発生する。バウ
チャー制度であれば，政策に起因して供給側に不
公平が生じることはなく，適正な価格競争による
市場メカニズムを生かした効率性の追求が期待で
きる。

（2）現金給付との相違
　無差別曲線で考えると，現金給付の方がバウ
チャーよりも少ない費用で個人の効用を増加させ
ることができるため，現金給付の方が効率性が高
いと言える。しかし，現金給付では給付金の全て
が他の費用に支出される可能性が否定できない。
例えば，家賃を目的とした給付金が食料や嗜好品
のために消費されてしまうこともある。給付額の
大半が他の用途に転用され，住宅政策としての効
果を期待できない可能性も否定できない。バウ
チャー制度は，給付されたバウチャーを他の用途
に転用できないため，家賃に対して資金が確実に
支出される。政策目的は，生活全体の向上ではな
く在宅介護を前提とした住宅を普及させることで
あり，家賃以外に給付金が直接支出されることの
ないバウチャーによる給付が適切といえる。
　また，他の用途に転用できないため，現在の住
宅に満足をしている世帯がバウチャーの給付を受
けようとするインセンティブは起きにくい。現金
給付であれば他の用途への消費が可能なため，そ
れを目的として給付要件を偽装し不正に給付を受
ける者が現れなくはない。不正受給は排除すべき
であり，この点でバウチャー制度は現金給付より
も優れている。
　更に，家賃に関するバウチャーは，他人に譲渡
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することや売買することが出来ない。フードスタ
ンプとは異なり，商品の購入者を特定しやすく，
給付対象者以外の者が不正に入手したバウチャー
を使って家賃を支払うといった不正を防止するこ
とは容易にできる。

　2　バウチャー制度の問題点
（1）市場家賃の算定
　バウチャーの給付額はその地域の標準的な家賃
と給付対象世帯の所得によって定められるのが一
般的となるが，標準的家賃（市場家賃）の算定が
困難との批判がある。特に，民間賃貸住宅が少な
い地域では，参考となる賃貸住宅が市場家賃を決
めるだけの数に至らず，その適正性が疑問と主張
されている。地方においては参照すべき賃貸住宅
もないことも想定され，その場合の市場家賃の算
定方法についは難しい。

（2）供給側への直接的影響
　高齢者住宅を普及するには需要を喚起する一方
で，その需要をカバーするだけの量と質をもつ供
給が必要である。バウチャー制度によって高齢者
住宅に住むことに対する需要は増加する。しかし，
バウチャー制度は高齢者住宅の建設費用等に補助
金を直接給付する仕組みではなく，需要に見合っ
た高齢者住宅の供給が行われないとの批判があ
る。確かに，需要が喚起されたとしても供給が過
小となれば，供給量の低迷が要因となって高齢者
住宅の普及が進まない可能性がある。

（3）価格の上昇
　バウチャーの給付によって，賃貸住宅市場内の
資金流通量が増加する。資金流通量が増加すれば，
賃貸市場内の価格（家賃）が上昇する可能性があ
る。万一，資金流通量の増加分の全てが価格上昇
に反映してしまえば，市場全体の需給量は変化せ
ず物価上昇のみが発生するとも考えられる。全て
ではないにしろ，物価上昇として反映される分だ
け給付金が無駄になるとの批判がある。

（4）給付総額の予測が困難
　公的住宅の供給や建設費補助等であれば，建設
計画を定めることによって事前に給付額の規模が
予測できる。財政の事情に応じて建設計画を調整
することによって，全体の給付費を調整すること
が出来る。一方，バウチャー制度では，給付条件
を満たす世帯数を予測することが難しく，更に，
給付の対象となった各世帯の所得水準を把握する
ことも極めて困難である。つまり，給付条件を満
たす全ての世帯に給付することとした場合，政策
全体で必要な費用は予測することが出来ない。日
本の財政事情を考えると給付総額が調整可能な公
的住宅供給や建設費補助住宅の普及の政策の方が
適していると考えられる。

Ⅴ　バウチャー制度の問題点への対応

　1　家賃補助額の算出方法
（1）先行研究
　家賃補助制度の補助額の算出については，世帯
収入に占める家賃負担率の適正値を任意に定め，
この負担率で算出されて金額と実際の家賃との差
額を補助額とする場合が多い。必要以上の補助金
の給付を回避するために，補助額の上限もしくは
家賃の上限を設けている。室田（2010）は，適正
な家賃負担率を20％としてこの算出方法を日本に
適用し，収入分位別の家賃補助額を示し，家賃の
上限を世帯収入の40 ％とした〔室田（2010）
pp227-228〕。
　世帯収入を基準として補助額を決めると，収入
の高い世帯の方がより高い便益を享受する可能性
がある。等しい家賃の賃貸住宅に居住していれば
収入の低い世帯がより多くの補助金の給付を受け
ることになるが，一般的には収入の高い世帯ほど
家賃の高い賃貸住宅に居住している。たとえば，
賃料が世帯収入に比例し，月収20万円の世帯が月
8万円（月収の40％）の賃貸住宅に居住し，月収
10万円の世帯が月4万円の家賃とすると，月収20
万円の世帯への補助金が4万円（8万円−20万円×
20％）となり，月収10万円では2万円（4万円−10
万円×20％）となる。上限家賃を設けたとしても，
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自己負担能力が高い世帯が上限家賃に張り付く傾
向が高く，一方，収入が低い世帯は，家賃上限を
大きく下回る住宅に居住する可能性が高く，給付
額の格差を是正する効果は薄い。つまり，世帯収
入の一定割合を適正な負担とする算出方法は，給
付対象者の内部で逆進性が生じる可能性がある。

（2）標準的家賃の内部構成
　バウチャー給付額の基準を決めるには，あくま
でもその地域の標準的な家賃を算出する必要があ
る。そこで，標準的家賃の算出方法について検討
する。
　標準的家賃は市場の需給関係で決定するという
考え方にたてば，市場価格の形成が困難な地域や
他に該当物件がない場合には標準的家賃を算出す
ることは難しい。しかし，求めるのは市場の均衡
価格ではなく，給付基準となる家賃の価格である
から，必ずしも市場均衡から導きださなければな
らない理由はない。例えば多くの商品で，「標準
小売価格」が製造原価に基づいて設定されている。
つまり，市場での均衡価格が明確でない場合に，
特定の指標を用いて価格を算出することは，現実

にも広く行われている。ましてや，給付の基準を
定めるだけで良いのであって，市場価格を公定す
ることではないことを考慮すれば，いわゆるプラ
イスメーカーの立場で標準家賃を算出することに
問題はない。
　D.ディパスクェル/W.C.ウィートン（2001）に
よれば，住宅賃料は，農業地代，建築賃貸料，立
地地代，から形成されている。ここで，農業地代
は，農地から都市の土地に転用するのに必要な地
代。建築賃貸料は，住宅を建築する費用を賄うの
に必要な賃料。立地地代は，通勤費用の節約によ
りもたらされる地代と定義される。D.ディパス
クェル/W.C.ウィートン（2001）は，雇用の中心
からの距離と地代との関係を見た場合，農業地代
と建築賃貸は距離にかかわらず一定で，立地地代
は距離が遠くなるにつれて減少する（図4）〔ディ
パスクェル/ウィートン（2001）,p50〕。
　住宅賃料のこうした価格構成を参考として標準
的家賃を算出する方法を考えると，建物評価基準
額と土地評価基準額に区分して算出した結果の合
計を標準的な家賃とすることになる。ここでいう
建物評価基準額は建築賃貸料に該当し，土地評価

図4　住宅賃貸料の構成要素

（出所）「都市と不動産の経済学」（D.ディパスクェル/W.C.ウィートン　創文社　2001,p50）
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基準額は農業地代と立地地代の合計に該当する。

（3）建物評価基準額
　D.ディパスクェル/W.C.ウィートン（2001）の
ように，建築賃貸料は距離に対して不変であり，
建築費用に地域差がないとの主張は可能と考えら
れる。日本における公的な建物評価基準を見渡す
と，固定資産評価基準では，木造家屋において，
東京都（特別区の区域）を基準（1.00）として，
それ以外の市町村の家屋評価については「1.00」
「0.95」「0.90」の3段階に区分して物価水準によ
る補正をしている。しかし同基準でも，非木造家
屋については，全国一律としている〔固定資産評
価基準第二章第4節二1〕。
　また，（財）資産評価システム研究センターが，
「家屋に関する調査研究」（2007）において，家
屋評価に関する物価水準による補正に関する検討
を行っている。同研究では，木造家屋について，
「建築統計年報」の「建築費」，建設工業経営研
究会の「標準建築費指数」，建設物価調査会の「都
市間価格指数」を用いて1㎡単価について，物価
水準による補正率を検証している。検証の結果，
「標準建築指数ベース」では，最大が長野県の
1.0225，最小が青森県の0.9307で差は0.918，「都
市間格差指数」ベースでは，最大が長野県の
1.0020，最小が宮崎県の0.9212で差は0.0808，と
なった〔資産評価システム研究センター（2007）
pp12-13〕。非木造家屋についての検証は行われて
いないが，木造家屋の差異を見る限り，建築費の
1㎡単価については，地域差を無視できると考え
られる。故に，標準的な原材料費・工賃で積算し
た建築単価を建物評価基準額の算出に用いれば良
い。
　建物の建築費用は，居住面積にも依存するが，
適正な居住面積は世帯の構成員数や年齢構成に
よって異なる。制度として保障する居住面積は，
単身世帯に対して保障する居住面積を基本として
定め，これに，世帯人数と年齢構成を考慮した係
数を乗じて当該世帯の適用居住面積を決定する。
　こうして決定した建築単価と適用居住面積とを
乗じて当該世帯に適した高齢者住宅の建築費が算

出する。つまり，給付対象世帯に適用される標準
的な高齢者住宅の建築費を ，標準的な高齢者住
宅の建築単価を ，単身世帯の必要居住面積 ，
世帯人数を ，年齢構成 ，としてこれまでの説
明を整理すると，建物評価額の基準となる建築費
（ ）は，
　 　　 （  ）は と の
増加関数　…①
として表すことができる。
　一般に，建物価格を ，賃料（地代を除いた建
物だけの賃料）を ，利子率 ，資産税率 ，償
却率 ，とすると，
　 　 但 し，
は時間を表す
が成り立ち，これを で解くと，

　

となる。
　 ， ， ， ，を不変と仮定すれば，

　

　 　…②
と変換できる。
　建築・不動産業者の利益や事務費を無視すると，

が成り立つ故に，上記①と②より，
　
となり， が，給付対象世帯に適用される標準
的な高齢者住宅の建物に掛かる賃料となり，建物
評価基準額となる。

（4）土地評価基準額
　立地地代である土地評価基準額は，高齢者住宅
所在地の地価額に基づいて算出する。日本におけ
る公的な地価評価には，国交省土地鑑定委員会の
「時価公示」，都道府県の「都道府県地価調査」，
国税庁・国税局の「相続税路線価」，総務省・市
町村の「固定資産税路線価」がある。評価対象を
みると，地価公示と都道府県地価調査は予め定め
られた標準地（規準地）が対象となり，相続税路
線価は相続した土地が対象となっており，どれも
網羅的に地価を評価している調査ではない。固定
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資産税路線価は，固定資産税の対象となっている
土地を評価する。固定資産税の納付義務が土地の
所有権に伴って発生することを考えると，固定資
産路線価は，全国の土地を網羅的に評価している
と言える。固定資産税路線価は，地価公示の標準
地において地価公示の70％程度の評価をしている
ため，土地評価基準額の算出については，減額さ
れた約30％を戻し入れる。

（5）バウチャー給付額
　建物評価基準額と土地評価基準額とを加算して
求めた標準的家賃と当該世帯の家賃負担能力に基
づいてバウチャーの給付額を決定する。家賃負担
能力は世帯所得の増加関数として求められ，家賃
負担能力が標準的家賃を下回る範囲の世帯所得者
に対して，その差額をバウチャーとして給付する。
　例えば，標準的家賃（Re）が決定した時，世
帯所得がY1の場合は，家賃負担能力γ（Y1）と
標準的家賃との差額がバウチャーとして給付され
るが，世帯所得がY2の場合は家賃負担能力が標
準的家賃を超えているためバウチャー給付の対象
外となる（図5）。

（6）給付対象者の転居への対応
　標準的な家賃を建物評価基準額と土地評価基準
額とに区分することで，給付対象者が転居する場
合に対応させている。標準的家賃は地域によって
異なるため，給付対象者が転居すれば標準的家賃
が変更となる可能性が高い。但し，提案の制度で
は土地評価基準額のみが変更となるだけであり，
建物評価基準額は世帯構成が変化しない限り変更
がない。仮に，移転先の標準的家賃情報を入手す
ることができないと，安心して住居を選択するこ
とができず，必要な転居の妨げとなる。提案の制
度では，建物評価基準額は現在の給付額と変更が
なく，土地評価基準額は概算額を公表することが
可能といえる。それ故に，確実に給付される金額
が分かる状況で移転先を検討することができ，転
居に関する選択の範囲が容易に拡大すると思われ
る。

　2　供給側への対処
　バウチャー制度は，需要政策であり供給サイド
に直接の影響を与えるものではない。需要が喚起
されても高齢者住宅が十分に供給されなくては高
齢者住宅は普及しない。例えば，米国ではバウ

図5　バウチャー給付額の原理

（出所）丸尾直美「住宅政策と福祉」（『住宅政策と社会保障』（東大出版会1990）,p12）（一部記号を変更）
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チャー制度等の住居費補助政策と並行して，都市
住宅開発省（HUD）による高齢者住宅向けの融
資制度があり，1990年代には，その融資対象が賃
貸住宅にも拡大した。スウェーデンでは，1970年
代に『住宅が移動能力や方向感覚等の低下した居
住者にもすみこなさえるようにすること』〔外山
（1999）,p322〕という規制を設ける一方で，住宅
ローンに対する利子補給は賃貸住宅も対象として
いる。日本においても住宅融資制度の拡大等が考
えられるが，財政の現状から考えると積極的に供
給政策を行うことはできない。
　しかし，バウチャーとして給付された資金は間
接的に住宅市場に還元される。つまり，供給側と
しては，これまで公的部門から直接給付された資
金が，市場を介して消費者から還元されることに
なる。その意味では，バウチャー制度が供給サイ
ドに影響を与えないということはなく，新しい資
金の流れに適応した事業モデルが前提となれば，
バウチャーの発行で供給も喚起することが期待で
きる。
　例えば，バウチャー制度では，給付対象者が入
居した場合，補助金分を供給者は確実に受け取る
ことができるが，一般の賃貸住宅では，この部分
の不払いリスクを排除することはできない。つま
り，給付対象者を居住させることによって，一般
の賃貸住宅とことなり家賃収入を確実に獲得でき
る部分が発生する。この特性を活用すれば，バウ
チャーや家賃補助の対象者への勧誘と並行して土
地所有者等に対しては高齢者住宅の建設を打診す
る事業が考えられる。つまり，住居費補助対象者，
土地所有者との調整を行い，入居予定者数，高齢
者住宅の規模，地域性をマッチングさせた上で住
宅の建設を行う。住宅完成後は，入居者と地域サー
ビスと仲介等を含め，住宅全体のコミュニティー
の運営に携わることも出来る。つまり，バウチャー
の給付対象者が魅力を感じる高齢者住宅やビジネ
スを提示することができれば，その供給者は給付
金の便益を享受できる。

　3　価格上昇
　一般的な需要供給曲線を考えるとバウチャー制

度によって需要曲線が右側にシフトする。供給曲
線が右上がりを描く場合は，需給量が増加すると
同時に価格も上昇する。特に，供給の価格弾力性
がゼロの場合は，需要曲線が右側にシフトしても
価格が上昇するだけであり，需給量は増えない。
住宅建設は一朝一夕で完成するものではないた
め，短期的な供給の価格弾力性はゼロに近いとお
もわれるので，バウチャーの給付は価格を上昇さ
せるだけであり，高齢者住宅の普及にはつながら
ないとする意見がある。
　貧困層への住宅政策としてバウチャー制度を導
入している米国での実証研究では，Scott　Susin
（1999）が，1974年から1993年の家賃変化と1995
年の家賃との関係から，平均的な都市部では，バ
ウチャー給付によって家賃が16％上昇していると
推定している〔Susin（1999）,p28〕。また，供給
の価格弾力性についても低いとの結論を出してい
る〔Susin（1999）,p9〕。 し か し，Michael D. 
Eriksen/ Amanda, Ross （2013） は，2000年 か ら
2002年までのバウチャーの増加は，家賃の上昇に
ほ と ん ど 寄 与 し て い な い と 推 定 し て い る
〔Eriksen/ Ross （2013）,p13〕。また，家賃水準で
区分した検証では，適正市場家賃（FMR）より2
割以上家賃が高い住宅では家賃が上昇し，FMR
の8割未満の家賃の住宅では家賃が低下したと推
定している〔Eriksen/ Ross （2013）,p16〕。米国で
の先行研究を見る限り，必ずしもバウチャー制度
によって住宅価格だけが上昇し，高齢者住宅の普
及には寄与しないという結論にはならない。
　また，提案のバウチャー制度は高齢者住宅であ
ることを条件として給付される。それ故に，普及
させることを意図した住宅の価格がそれ以外の住
宅の価格と比較して相対的に上昇する。批判者の
ロジックの通り，高齢者住宅の需給量に影響がな
く価格だけが上昇させるだけになったとしても，
相対価格の上昇によって供給サイドの選択が高齢
者住宅に偏れば，それは高齢者住宅の供給につな
がる。特に日本の現状は，空き家率が13.5％（2013
年）であり，空き家の活用が大きな課題となって
いる。したがって，家屋全体で見れば供給量は十
分にある。高齢者住宅の賃料が上昇してこの市場
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への参入メリットが高くなれば，費用対効果が生
まれやすい空き家の加齢対応構造等へのリフォー
ムが促され，高齢者住宅が増加することも期待で
きる。

　4　給付総額の予測困難性
　公的住宅供給や建設費補助金給付の場合は，事
前に定めた予算の範囲内で政策運営をすることが
容易であるが，バウチャーや家賃補助政策におい
て該当者の全てに給付を行うとすると必要となる
財源規模が判らないという批判がある。確かに，
公的住宅供給や建設費補助給付とは異なり，財政
支出を一定枠内に確実に納めることはできない。
米国では，バウチャー給付の総限度額を設け，給
付条件に基づいた給付対象者リストから給付の必
要が高い順番で給付を実施し，給付総額をこえた
後順位の資格者には給付を行っていない。
　しかし，医療保険，介護保険制度と並べて考え
れば，バウチャー制度特有の欠点とは言えない。
保障する水準と財源の制約の問題は，社会保障制
度に内在する課題であり，高齢者住宅の普及を社
会保障政策として位置付ければ，保障する水準と
財政制約の関係は継続して検討，論議をすること
は回避できず，あるいは必要な論点と考えられる。
　また，本稿の給付額の決定方法は，給付対象者
の大半が標準家賃以上の住宅を選択する傾向とな
り，財政負担を引き上げる圧力になる可能性が高
いと指摘される。この指摘については，家賃の上
限ではなく，1世帯当たり給付額に上限を設ける
ことで財政負担の増加に対処することができる。
1世帯当たりの給付額の上限は，世帯年齢と家族
構成人数等に基づいて決定し，給付額全体の増加
を調整することが考えられる。

Ⅵ　おわりに

　欧米では導入されている賃借人に対するバウ
チャー制度が，日本では導入されたことがない。
また，地方自治体の一部で導入されている家賃補
助政策も，導入の広がりは見られない。この様に，
日本での実績がないに等しい状況の中では，導入

した場合の影響を予測することが難しく，バウ
チャー制度を現実化することは困難だといえる。
但し，本稿にあるように，欧米では，短所は指摘
されているものの，効果を疑う主張はなく，バウ
チャー制度の廃止の主張は行われていない。特に
米国では，その効率面での優位さが評価され，バ
ウチャー制度を住宅政策の中心として位置づけよ
うとする姿勢が見える。
　住宅市場の内の高齢者住宅に限ってバウチャー
制度の導入し，日本におけるバウチャー制度の適
性の検証と改善を前向きに検討することが必要で
あると思う。
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